毎月勤労統計調査地方調査結果速報（平成13年1月分）
結果の概要
事業所規模５人以上（第１種・第２種）
Ⅰ　賃金の動き
　１月の調査産業計の１人平均現金給与総額は、２８３，６０１円で、前月比５８．６％減、前年同月比０．６％減であった。
現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は２７５，２２２円で前月比３．８％減、前年同月比０．８％減であり、特別給与は８，３７９円で前年同月差４３４円増であった。
また、定期給与のうち所定内給与は２５３，８３９円となり前月比３．５％減、前年同月比１．３％減であった。
産業別に定期給与の動きを対前年同月比によってみると、金融保険業（５．４％増）、不動産業　　　　（４．６％増）、製造業（０．９％増）では増加したが、卸売小売業飲食店（６．７％減）、電気ガス水道業（１．２％減）、サービス業（１．０％減）、運輸通信業（０．８％減）、建設業（０．４％減）では減少した。      

Ⅱ　労働時間の動き
　
１月の調査産業計の総実労働時間は１４３．０時間となり、前月比１０．２％減、前年同月比　　　　　　１．７％増であった。
総実労働時間を所定内と所定外に分けてみると所定内労働時間は１３２．３時間となり、前月比      １０．３％減、前年同月比１．０％増、所定外労働時間は１０．７時間で前月比１０．０％減、前年同月比９．３％増であった。
なお、製造業の所定外労働時間は１３．４時間となり、前月比１４．６％減、前年同月比１１．７％増であった。

Ⅲ　雇用の動き
１月における調査産業計の雇用の動きを常用雇用指数（平成７年平均＝１００）でみると９７．７　　 で前月比０．１％増、前年同月比３．３％減であった。また、パート比率は２２．７％であった。
産業別に雇用の動きを対前年同月比によってみると、不動産業（２．０％増）では増加したが、建設業（７．８％減）、卸売小売業飲食店（３．８％減）、サービス業（３．２％減）、運輸通信業（２．６％減）、製造業（２．５％減）、電気ガス水道業（２．４％減）、金融保険業（０．６％減）となった。
調査産業計の労働異動率をみると、入職率は１．６％で前年同月差は０．１ポイント増、離職率は      １．６％で前年同月差は０．２ポイント減であった。

事業所規模３０人以上（第１種）
Ⅰ　賃金の動き
１月の調査産業計の１人平均現金給与総額は３１０，９２１円で、前月比６１．０％減、前年同月比　　１．０％増であった。
現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は３０４，４６４円で前月比　　　　　１．８％減、前年同月比１．１％増、特別給与は６，４５７円で前年同月差４５３円減であった。
また、定期給与のうち所定内給与は２７６，４５７円となり前月比１．３％減、前年同月比０．６％増であった。
産業別に定期給与の動きを対前年同月比によってみると、金融保険業（８．３％増）、製造業（１．８％増）、建設業（１．５％増）、サービス業（１．５％増）、運輸通信業（０．４％増）では増加したが、卸売小売業飲食店（５．９％減）､不動産業（３．７％減）、電気ガス水道業（１．５％減）では減少した。
Ⅱ　労働時間の動き
１月の調査産業計の総実労働時間は、１４５．９時間となり、前月比１０．３％減（季節調整済指数では１．５％減）、前年同月比０．７％増であった。
総実労働時間を所定内と所定外に分けてみると所定内労働時間は１３３．０時間で前月比１０．３％減、前年同月比は変わらず、所定外労働時間は１２．９時間で前月比９．８％減（季節調整済指数では１．２％増）、前年同月比８．３％増であった。
なお、製造業の所定外労働時間は１５．２時間となり、前月比１２．６％減（季節調整済指数では　　　　　０．９％増）、前年同月比１０．２％増であった。
Ⅲ　雇用の動き
１月における調査産業計の雇用の動きを常用雇用指数（平成７年平均＝１００）でみると９５．７で前月比０．３％減、（季節調整済指数では０．１％増）、前年同月比２．９％減であった。また、パート比率は１６．８％であった。
産業別に雇用の動きを対前年同月比によってみると、不動産業（５．３％増）では増加したが、電気ガス水道業（４．６％減）、卸売小売業飲食店（４．６％減）、金融保険業（４．１％減）、建設業（３．７％減）、サービス業（３．１％減）、製造業（２．６％減）、運輸通信業（１．５％減）では減少した。

調査産業計の労働異動率をみると、入職率は１．２％で前年同月差０．２ポイント減、離職率は１．４％で前年同月差は変わらなかった。
